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予習課題 

 
 国連における集団安全保障に関する基礎的理解が講義の前提となる。国際法を学んで

いない者は、酒井啓亘ほか『国際法』第 5 編第 2 章第 2 節～第 3 節を読んでおくこと。 
 
 国家が主権を有することはどういうことを意味するか。これについて、1928 年のパ

ルマス等事件仲裁判断（オランダ／アメリカ合衆国、1928 年）1が以下のような見解を

示している。 

 
Island of Palmas (Netherlands/USA), 4 April 1928, Reports of International Arbitral Awards, vol. 
II, p. 829, p. 839. 
 
 2005 年のいわゆる世界サミットにおいて、成果文書が国連総会決議 60/1 として採択

された。その一部で、次のようなことが述べられている。 

 

1 この仲裁判断については、国際法の判例集を参照されたい。 
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http://legal.un.org/riaa/vol_II.htm
http://legal.un.org/riaa/vol_II.htm
http://www.un.org/ga/59/hl60_plenarymeeting.html
http://www.un.org/depts/dhl/resguide/r60_en.shtml
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その後、2009 年に、responsibility to protect の実施に関する国連事務総長報告が国連総会

に提出された(U.N. Doc. A/63/677 参照：国連文書の探し方)。 

 

 この報告書は国連総会決議 63/308 で“take note”された。 
 
 2011 年のリビア内戦に際して、国連安全保障理事会は決議 1973 (2011)を採択し、リ

ビアに対する武力行使を国連加盟国に授権した。その決議は、次のように述べている。 
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http://www.hamamoto.law.kyoto-u.ac.jp/links.html%23jijitsu
http://www.un.org/depts/dhl/resguide/r63_en.shtml
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[…] 

 
[…] 

 
 
 その後のリビアにおける事態の展開はご存じのとおりである 2。さらに、安保理は、

コートジボワールに関する決議 1975 (2011)3、南スーダンに関する決議 1996 (2011)、マ

リに関する決議 2085 (2012)4、中央アフリカ共和国に関する決議 2149 (2014)においても

「保護する責任」に触れつつ武力行使を授権している。 
 
 他方、シリアについては、大規模の自国民殺害が政権によりなされていると報じられ

2 福富光久「リビア内戦と『保護する責任』」国際問題 605 号（2011 年 10 月）29 頁。 
3 佐藤章「コートジボワール紛争に見る『保護する責任』の課題」アフリカレポート No. 51
（2013 年）1 頁。 
4 山本健太郎「フランスのマリ軍事介入」法と政治（関西学院大学）64 巻 2 号（2013 年）1
頁。 
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http://www.un.org/en/sc/documents/resolutions/2011.shtml
http://www.un.org/en/sc/documents/resolutions/2011.shtml
http://www.un.org/en/sc/documents/resolutions/2012.shtml
http://www.un.org/en/sc/documents/resolutions/2014.shtml
http://m.kulib.kyoto-u.ac.jp/webopac/SB03350774
http://www.ide.go.jp/Japanese/Publish/Periodicals/Africa/051.html
http://www.ide.go.jp/Japanese/Publish/Periodicals/Africa/051.html
http://kgur.kwansei.ac.jp/dspace/handle/10236/11023
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ながらも、リビアと同様の対応はなされていない 5。2014 年 5 月 22 日に、シリアの事

態を国際刑事裁判所に付託する（参照、国際刑事裁判所規程 13 条(b)）安保理決議案が

ロシア・中国の拒否権により否決された際、決議案に賛成したいくつかの国の代表は「保

護する責任」に言及しているにも拘わらず(U.N. Doc. S/PV.7180)。 
 
 このような拒否権行使に対処するために、2012 年 3 月に、コスタリカ・ヨルダン・リ

ヒテンシュタイン・シンガポール・スイスの自称 Small Five は、“Improving the working 
methods of the Security Council”と題する国連総会決議案を提出した(U.N. Doc. A/66/L.42)。
この講義との関係で注目すべきは、末尾のパラグラフ 19-21 である。 

 

 
 この総会決議案は結局提案国自身により同年 5 月に取り下げられた(U.N. Doc. 
A/66/PV.108)。しかし、2013 年 9 月には、拒否権を有するフランスの大統領により、拒

否権行使に一定の制限を課す行動規範(code de bonne conduite)を作成すべきとの提案が

国連総会においてなされ(U.N. Doc. A/68/PV.5)、フランスはかなり本気でこの計画を進

めようとしているようである（2014 年 3 月 19 日のフランス国連大使の声明（フランス

語のみ））。とはいえ、もちろん現段階では構想にとどまる。 
 現状では、国連憲章第 7 章下での安保理決議が得られない限り、シリアのような事態

について領域国政府の同意なしに外国が現場で関与することは法的に不可能である。し

かし、国家が何故に主権を有しているかを考える場合、再考の余地はありそうである。

国家が自国民を殺害する場合、すなわち国家が「保護する責任」を放棄する場合、当該

国家外の者は何をすることができるのだろうか。あるいは、何もすべきでないのか。 

5 溝渕正季「シリア危機はなぜ長期化しているのか？」国際安全保障 41 巻 4 号（2014 年）85
頁、阿部達也「シリアの化学兵器廃棄」法学教室 402 号（2014 年）82 頁、阿部達也「国際社会

は何をなすべきか――『化学兵器のない世界』への課題」中央公論 128 巻 11 号（2013 年）110
頁。 
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http://www.icc-cpi.int/en_menus/icc/legal%20texts%20and%20tools/official%20journal/Pages/rome%20statute.aspx
http://www.franceonu.org/la-france-a-l-onu/espace-presse/interventions-en-seance-publique/assemblee-generale/article/19-mars-2014-assemblee-generale
http://m.kulib.kyoto-u.ac.jp/webopac/SB01009649
http://m.kulib.kyoto-u.ac.jp/webopac/SB00095205
http://m.kulib.kyoto-u.ac.jp/webopac/SB00084158

